
常
任
委
員
会

審
査
か
ら

　
　
令
和
６
年
度
か
ら
、
ト
ラ
ッ
ク
ド
ラ

イ
バ
ー
の
時
間
外
労
働
の
上
限
規
制
が
適

用
さ
れ
、
負
担
軽
減
や
効
率
化
の
た
め
に

新
た
な
物
流
拠
点
の
設
置
を
検
討
す
る
事

業
者
が
増
え
る
と
考
え
ら
れ
る
。
交
通
利

便
性
の
高
い
本
市
が
候
補
地
と
な
る
可
能

性
が
あ
る
が
、
ど
う
支
援
す
る
の
か
。 

　
　
子
ど
も
が
安
全
安
心
に
成
長
す
る
権

利
と
し
て
、
離
婚
後
の
養
育
費
の
確
保
は

切
実
な
問
題
で
あ
る
。
本
市
の
考
え
と
新

た
な
取
り
組
み
は
。

　
　
令
和
５
年
度
当
初
予
算
に
つ
い
て
、

ハ
コ
モ
ノ
の
建
設
が
多
い
と
い
う
声
も
あ

る
が
、
道
路
、
上
下
水
道
な
ど
の
イ
ン
フ

ラ
の
老
朽
化
や
耐
震
に
要
す
る
費
用
の
増

加
は
避
け
ら
れ
な
い
。
今
後
の
見
通
し
は
。

　
　
令
和
５
年
度
か
ら
公
共
交
通
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
協
議
を
交
通
事
業
者
９
社
と
進
め

て
い
く
と
聞
い
て
い
る
。
お
互
い
の
利
害

　
　
令
和
７
年
度
の
運
用
開
始
を
目
指
し
、

５
年
度
か
ら
建
築
工
事
が
始
ま
る
水
難
救

助
訓
練
施
設
の
概
要
と
活
用
方
法
は
。

が
絡
み
、
な
か
な
か
前
に
行
か
な
い
の
で

は
と
思
う
が
、
本
市
の
決
意
は
。

　
　
令
和
３
年
度
全
国
ひ
と
り
親
世
帯
調
査

で
は
、
母
子
世
帯
の
う
ち
、
71
・
９
％
が
養

育
費
を
受
け
取
っ
て
お
ら
ず
、
51
・
２
％
が

養
育
費
の
取
り
決
め
を
し
て
い
な
い
。
ま
た
、

４
年
９
月
の
お
か
や
ま
親
子
応
援
メ
ー
ル
の

ア
ン
ケ
ー
ト
で
は
16
・
９
％
が
取
り
決
め
た

が
受
け
取
っ
て
お
ら
ず
、
そ
の
う
ち
52
・
８

％
が
請
求
を
し
て
も
払
わ
れ
て
い
な
い
。

　
本
市
で
は
、
離
婚
前
の
方
も
対
象
に
養
育

費
相
談
を
毎
月
実
施
し
、
３
年
度
に
は
公
正

証
書
等
に
よ
る
取
り
決
め
を
す
る
際
の
経
費

を
補
助
す
る
制
度
を
創
設
し
た
。
５
年
度
か

ら
は
養
育
費
の
支
払
い
が
滞
ら
な
い
よ
う
民

間
の
養
育
費
保
証
契
約
を
利
用
す
る
際
の
経

費
の
一
部
を
助
成
す
る
。

　
　
コ
ロ
ナ
禍
前
に
、
バ
ス
路
線
の
再
編
等

を
協
議
し
て
き
た
が
、
本
市
は
バ
ス
事
業
者

が
多
く
利
害
調
整
が
非
常
に
難
し
い
。
再
開

す
る
バ
ス
協
会
と
の
協
議
で
は
、
岡
山
市
地

域
公
共
交
通
網
形
成
計
画
の
３
本
柱
と
と
も

に
、
持
続
可
能
な
バ
ス
・
路
面
電
車
の
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
づ
く
り
を
議
論
し
た
い
。
本
市
の

発
展
を
考
え
る
上
で
も
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の

整
備
は
不
可
欠
で
あ
る
た
め
、
し
っ
か
り
議

論
し
て
い
き
た
い
。

　
　
改
訂
中
の
公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画

で
は
、
既
存
施
設
を
す
べ
て
保
持
し
続
け
る

　
　
補
助
制
度
や
地
区
計
画
制
度
等
の
活
用

に
よ
り
、
平
成
26
年
度
以
降
18
件
が
立
地
し

た
。
ま
た
、
５
年
１
月
に
は
本
市
初
と
な
る

地
域
未
来
投
資
促
進
法
を
活
用
し
た
物
流
施

設
の
立
地
が
決
定
し
た
。
こ
の
法
律
に
よ
り
、

土
地
改
良
事
業
の
受
益
地
で
も
農
地
転
用
が

可
能
に
な
り
、
市
街
化
調
整
区
域
の
開
発
許

可
手
続
き
に
一
定
の
配
慮
を
受
け
ら
れ
る
た

め
、
制
度
の
周
知
に
努
め
な
が
ら
、
支
援
を

継
続
し
た
い
。

　
　
潜
水
用
と
多
目
的
プ
ー
ル
を
は
じ
め
、

研
修
室
、
展
示
ホ
ー
ル
等
を
備
え
た
３
階
建

て
の
建
物
で
、
屋
外
に
は
風
水
害
体
験
施
設

を
併
設
す
る
予
定
。
各
プ
ー
ル
は
、
消
防
職

員
や
消
防
団
員
が
水
害
対
応
訓
練
に
使
用
す

る
ほ
か
、
水
難
事
故
の
安
全
教
育
等
に
も
活

用
し
た
い
。
風
水
害
体
験
施
設
で
は
、
大
雨

や
水
圧
の
か
か
っ
た
ド
ア
の
重
さ
等
を
体
験

し
、
浸
水
時
の
危
険
性
と
早
期
避
難
の
重
要

性
等
を
学
ぶ
こ
と
が
で
き
る
。

　
ま
た
、
同
施
設
は
岡
山
連
携
中
枢
都
市
圏

の
住
民
も
利
用
で
き
る
予
定
。

と
い
う
条
件
で
更
新
費
用
を
試
算
す
る
と
、

１
年
あ
た
り
約
６
４
０
億
円
を
要
す
る
。
ハ

コ
モ
ノ
は
長
寿
命
化
を
図
る
こ
と
で
、
建
て

替
え
る
場
合
と
比
べ
、
年
間
約
26
億
円
が
縮

減
さ
れ
る
推
計
で
あ
る
。

　
建
て
替
え
を
検
討
す
る
際
は
、
複
合
化
・

多
機
能
化
な
ど
に
よ
り
施
設
の
効
率
化
や
総

面
積
の
削
減
を
図
り
、
財
政
負
担
の
抑
制
に

努
め
る
。
さ
ら
に
基
金
の
活
用
も
含
め
、
中

長
期
的
な
視
点
で
適
切
な
維
持
管
理
や
更
新

を
行
い
、
継
続
的
で
安
全
な
市
民
サ
ー
ビ
ス

の
提
供
を
行
う
。

※16【岡山市地域公共交通
網形成計画の３本柱】
①バス路線の再編、  ②運賃
割引（高齢者・障がい者 ）、  
③都心の運賃適正化

個
人
質
問養

育
費
確
保
へ
の
取
り
組
み

公
共
施
設
等
の
財
政
負
担
を
抑
制

交
通
利
便
性
の
高
さ
を
生
か
し

物
流
事
業
者
を
誘
致

訓
練
施
設
を
活
用
し

防
災
意
識
の
向
上
を
図
る

公
共
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
整
備
し

市
全
体
の
発
展
を

※18【地域未来投資促進法】
地域の特性を活用した事業の生み出す
経済的効果に着目し、これを最大化し
ようとする地方公共団体の取り組みを
支援するもの

※17【地区計画制度】
市と市民が協働し、住みよい住
環境の創造や美しい街並みの形
成など地区単位の総合的なまち
づくりを進める制度

※19【連携中枢都市圏】
圏域の中心市と近隣の市町村が連携協約を締結す
ることにより圏域の活性化を図ろうとする制度。
本市は平成２９年３月に県内８市５町で「岡山連携
中枢都市圏」を形成した
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１０１１

常任委員会審査から
議論になった点について、委員長報告の要旨や
審査・調査項目を掲載　

委員長報告は市議会ホームページに
掲載しています。

委員

市

市

市議会日誌 (令和５年１月11日～４月11日)

１月13日
１月臨時市議会
大都市行財政制度調査特別委員会、
移住定住・子育て調査特別委員会

25日 新型コロナウイルス感染症対策等調査
特別委員会

26日 ＳＤＧｓ・脱炭素社会調査特別委員会
27日 市民・産業委員会
31日 都市・環境委員会

２月１日 総務委員会
３日 保健福祉・協働委員会
６日 子ども・文教委員会

10日 地域・まちなか未来づくり調査特別委員会
議会運営委員会

13日
都市・環境委員会
総務、保健福祉・協働、市民・産業、都市・環境、
子ども・文教委員会協議会

14日 ２月定例市議会開会
20日 議会運営委員会
20日
～24日 ７会派による代表質問

24日 議会運営委員会
24日

～３月２日 27人の議員による個人質問

２日 議会運営委員会

６日 総務、保健福祉・協働、市民・産業、
都市・環境、子ども・文教委員会

７日 総務、保健福祉・協働、都市・環境、
子ども・文教委員会

９日 議会運営委員会
10日 ２月定例市議会閉会

４月11日 議会運営委員会

総務委員会

都市・環境委員会

保健福祉・協働委員会

市民・産業委員会

子ども・文教委員会
（主な審査項目など）
・令和４年度岡山市一般会計補正予算について
・岡山市個人情報保護法施行条例の制定について　など

（主な審査項目など）
・岡山市屋外広告物条例の一部を改正する条例の制定
　について
・岡山市児童遊園地条例の一部を改正する条例の制定
　について　など

受診増を想定して医療機関へのバックアップを
検討しつつ、医療費の変化等を分析してほしい。

安心して子どもを生み育てられる環境づくり
- 子ども医療費の自己負担額を、小学生の外来医

療費無料、中学生・高校生の外来医療 費１割負
担、高校生の入院医療費無料に拡充 -

子ども医療費拡充の財源確保と今後の財政運営
- 10年間で約100億円の財源が必要になるため
 50億円を地域福祉基金に積み立てていく - 

都市計画事業（都市公園）負担金の見直しに向けて
令和５年度中に協議

場内事業者の電気料金負担軽減を
- 市場など電力使用量が大きい施設が利用する特

別高圧受電は国の激変緩和対策の対象外のため、
場内事業者への支援を求める -

（主な審査項目など）
・移住・定住促進につながる情報発信プロジェクト
　について
・岡山市国民健康保険費特別会計予算について　など

（主な審査項目など）
・岡山市学校給食の実施及び学校給食費の管理に関する
　条例の制定について
・虐待通告等電話相談受付事業について　など

医療機関からも受診増を不安視する声を聞いて
いる。今後の状況を把握しながら、安心して子
育てができるよう努めていく。

委員

市

国への要望はもちろんのこと、市として令和５
年度予算、そしてその先も見据えて何が支援で
きるのか考えてほしい。

（主な審査項目など）
・令和５年度岡山市市場事業会計予算について
・岡山市立市民会館条例を廃止する条例の制定について
  など

状況に応じてできることを考えていきたい。

委員

市

子ども医療費助成の拡充によって、ほかの市民
サービスが低下してはならない。改革する意識
を肝に銘じて政策を実行してほしい。
基金にも限りがあることから、健全な財政運営
が継続するよう、覚悟をもって努めていきたい。

委員

市

岡山市議会として、岡山県に対し早期の課題解
決を求めているがどうなるのか、また、協議内
容を委員会に随時報告すべきではないか。
県は、市議会が早期の課題解決を求めているこ
とを十分認識して協議に臨むとの考えを示して
おり、市としても協議状況を委員会に随時報告
しながら、見直しに向けてしっかり協議を進め
ていきたい。

- 給食費の保護者負担軽減を目的に、市立小中学
校・義務教育学校へ令和５年度の物価上昇見込
額を交付する -

市立学校へ給食費の物価上昇見込額を支援

委員

市

令和５年度は給食費の保護者負担が上がる想定
なのか。
上げる方向では考えていない。保護者の負担に
ならず、不安を抱かせないよう、早めに手を打
ちたい。

再開が待たれるバス事業者との協議

水難救助訓練施設（パース図）

ま
ち
づ
く
り
・
防
災
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